
鹿児島市郷土芸能等保護事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、郷土芸能等を保護するため、文化財の保存団体が行う郷土芸能等の保存

及び振興活動に対し、予算の範囲内で補助金を交付するについて、鹿児島市補助金等交付規

則（平成９年規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。

（補助事業対象者）

第２条 補助金は、次の各号に掲げる要件に該当する文化財の保存団体で市長が適当と認めた

ものに対して交付するものとする。

(1) 団体規約を有すること。

(2) 人事、財政等団体の運営が健全かつ自主的に行われていること。

(3) 郷土芸能の保存及び振興活動が実績を有すること。又は、無形の民俗文化財のうち文

化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第７８条、鹿児島県文化財保護条例（昭和３

０年条例第４８号）第２５条及び鹿児島市文化財保護条例（昭和４７年条例１７号）第

４条の指定を受けていること。

(4) 本市内に事務局が置かれていること。

(5) 郷土芸能等の保護事業に関し、この要綱に基づく補助金以外の補助金を本市から受け

ていないこと。

(6) 営利、政治又は宗教を目的としていないこと。

２ 前項の規定に関わらず、次のいずれかに該当する団体は補助金の交付対象団体としない。

(1) 暴力団及び暴力団員

(2) 役員等が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員が、その経営を実質的に支配してい

る法人等

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している法人等

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に提

供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し、又は関与して

いる法人等

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人等

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれら

を利用している法人等

(7) 前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら当該法人等と取引をしてい

る法人等



（補助金の交付対象経費）

第３条 補助金は、次の各号に掲げる郷土芸能等の保存及び振興活動（以下「補助事業」とい

う。）に要する経費に対して交付するものとする。

(1) 郷土芸能等に必要な用具の補修等

(2) 郷土芸能等の運営事業

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、予算の範囲内で市長が定める。

（補助金等交付申請書の添付書類）

第５条 規則第４条第１項第４号に規定する書類は、次のとおりとする。

(1) 事業計画書

(2) 収支予算書

(3) 暴力団排除に関する誓約・同意書（様式第１）

(4) 第３条第１号に係る補助金については活動実績調書

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に市長が定める。

付 則

この要綱は、平成元年９月１３日から施行し、平成元年度分の補助金から適用する。

   付 則

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

付 則

この要綱は、平成２１年９月１日から施行し、平成２１年度分の補助金から適用する。

付 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

付 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。


